
Kobe University Repository : Kernel

PDF issue: 2026-10-06

時価主義会計における剥奪価値説の検討

(Citation)
研究年報. 經營學・會計學・商學,28:33-72

(Issue Date)
1982

(Resource Type)
departmental bulletin paper

(Version)
Version of Record

(URL)
https://hdl.handle.net/20.500.14094/81004118

桜井, 久勝



時 価 主 義 会 計 に お け る 剥 奪 価 値 説 の 検 討

桜 井 久 勝

1.序

近年におけるインフレーションの恒常化に伴い,現 行の取得原価主義会計に

よる財務諸表は,企 業の経営成績 と財政状態を十分かつ適切に表示することが

困Y'な っている。これに対 して従来か ら,イ ンフレーショソの影響を会計上

認識するための方法として,一 般物価変動会計および個別物価変動会計が提案

されてきた。い うまでもなく一般物価変動会計は,個 々の財 ・用役の価格の変

化によって生 じた一般物価の変動を会計上認識することを目的とし,取 得原価

主義会計による数値に一般物価変動率を乗ずる方法によって行われる。これに

対し個別物価変動会計は,企 業の資産別に各々の個別価値(時 価)を 測定 し,

その資産に係る費用額を当該評価額に基づいて計上するものであり,時 価主義

会計とも称 される。したがって一般物価変動会計が過去の取得原価数値に立脚

していることか ら,取 得原価主義会計とともに 「原価の会計」であるというな

らば,個 別物価変動会計は明らかに過去の取得原価数値か ら離脱 しているか ら

「価値の会計」ということができよう。

価値の会計たる個別物価変動会計においては,何 を価値の指標 とす るかにつ

いて,次の4通 りのものが考え られ うる。すなわち,① ある資産を企業が購入市

場で再調達す る場合の価格に付随費用を加えた取替原価(RC:Replacement

Cost),② 販売市場で販売する場合の価格か ら販売に要する諸費用を控除 した

純実現可能価値(NRV:NetRealizableValue),③ 当該資産を使用 して営

業することY'よ って得 られる将来キヤッシュ・フローの割引現在価値(PV:
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くわ
PresentValue),お よ び④本稿で検討す る剥奪価値(DV:DeprivalValue)

　わ

である。以上の体系を図示すれば第1図 の通 りである。

原価の会計鷹 靨繍:聾: 。一般錺灘 原価

価値の会計棚 雛 鐵
てIRCNRV諜莫贈 能価値

!
PV割 引現在価値

DV剥 奪価値

第1図 評 価 基 準 の 体 系

本稿の 目的は,剥 奪価値 の具体 的内容を分析 し(第 皿節),イ ギ リスお よび

アメ リカにおいて既 に実施 されているイ ンフ レーシ ョン会計に関する公 表会計

基準におけ る時価概 念を検討 し,そ れが剥奪価値で あることを明 らかにす るこ

と(第 皿節),剥 奪 価値 を経済学 における機会 原価概念 によって根拠 づけ よ う

とす る試みを紹介す る(第IV節)と ともに,そ の問題点 を指摘す ること(第V

節),お よびそれ らの問題点の検討 を通 じて,剥 奪価値 は機会原価概念に よっ

ては説 明されえず,事 後的利益情報に対 して信頼 性を維 持 しつつ意思決定有用

(1)の ちの議論から明らかになるように,剥 奪価値の具体的内容は多 くの場合に事いて

取替原価であることから,剥 奪価値が取替原価と同一視されたり,取 替原価採用の論

拠とされる場合もある(た とえばP.W.Bell〔7〕;KP.GeeandK.V.Peasne11

〔20〕;E.Stamp〔41〕)が,両 者は理論的には明らかに異なるものであるから,本 稿

では剥奪価値を独立の価値指標とした。同様の区別は,新 井清光〔3〕.15--16頁;G,

Macdonald〔31〕,pp.80-92;M.C.Wells〔43〕,p.478等 において示されている。

(2)第1図 は,あ くまで資産評価基準による分類であって,資 本維持を目的とするか否

か等の観点からする分類ではない。たとえば 日本会計研究学会インフレーショγ会計

特別委員会報告 〔34〕,139頁で は,個 別物価変動会計の代表的形態として,現 在原価

会計(CCA)と 取替原価会計(RCA)を あげて,CCAは 保有利得と操業利益の

区分把握を主眼 とするのに対し,RCAは 費用計算を通じて物的資産の維持ない し再

調達を保証することを 目的とするとして,両 者を特徴づけている。本稿での分類は,

このような観点からの分類ではないことに注意されたい。



時価主義会計における剥奪価値説の検討35

性を与xよ うとする会計固有のものであることを明らかにすること(第VLV皿

節)で ある。そして最後に,監 査の観点か ら実践上の問題点を検討して実践的

な剥奪価値概念を提示する(第 皿節)と ともに,本 稿の主要論点を結びにかx

て示したい(第IX節)。 なお本稿では,問 題をいわゆる費用性資産項 目とそれ

に関連する費用項目に限定し,貨 幣性項 目(貨 幣性資産および負債一般)に っ
くの

いての検討は行わないことY'する。

II,剥 奪 価値 の具 体的 内容

くの

時価主義会計における時価概念として剥奪価値を支持する論者の多 く,お よ
くゆ

びかのサ ンデ ィランズ ・レポー トもまた,こ の価値概 念の創始者 としてボ ンブ

ライ ト(J.C.Bonbright)を 賞 賛 しつつ引用す る。ボ ソブライ トに よれば,

「ある財産 のそ の所有者 に とっての価値 は,も しもその所有者がそ の財産を剥

奪 された とすれば こ うむ る と予想 され る,直 接 お よび間接の全損失 とい う不利
くの

益 価 値(adversevalue)と 金 額 に お い て 等 し い 」 と定 義 され る 。 す な わ ち 現

に 財 産 を 保 有 し て い る 所 有 者 に つ い て,彼 が そ の 財 産 を 剥 奪 され た と 仮 定 した

場 合,そ の 所 有 者 に は,そ の 財 産 を 再 調 達 す る とか 再 調 達 を 断 念 す る 等 の 代 替

案 が あ り,各hの 代 替 案 に つ い て 損 失 が 生 じ る が,所 有 者 は 損 失 額 が 最 も 小 さ

く な る 代 替 案 を 選 択 す る で あ ろ うか ら,そ の 損 失 額 が そ の 所 有 者 に と っ て の 価

値 で あ り,こ の 額 を も っ て 財 産 の 価 値 とす る の で あ る 。

ボ ン ブ ラ イ トは こ の 価 値 を 「所 有 者V`と っ て の 価 値(valuetotheowner)」

(3)剥 奪価 値 に よる貨 幣性 資 産 と負 債 の 測定 につ い て は,W.T.Baxter〔6〕,pp.137
-140お よびD .Kurkarni〔30〕 を参 照 され た い 。

(4)た とえばW.T.Baxter〔6〕,p.126;G.Macdonald〔31〕,p.89;R.H.Parker

andGC.Harcourt〔35〕,p.17;D.Solomons〔39〕,p.123;E.Stamp〔40〕,p.

285;F.K,Wright〔45〕,p.63.

(5)InflationAccountingCommittee〔28〕,para.208.

(6)J.C.Bonbright〔9〕,p.71,
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と称 している。 しかしこの概念は,現 実には財産を保有している所有者につい

て,そ の財産の剥奪を仮定して評価額を導出するという点に著しい特徴がある

ことか ら,以 下では筆者はこの価値概念をバクスター(W.T.Baxter)に 従
くわ

って,「 剥奪価値(deprivalvalue)」 と称す るこ とにす る。

それでは剥奪価 値 とは具体 的にいか なる価値概念 であ ろ うか。 この点は剥奪
くの

価値説の主張者 に よって次の よ うに説 明 され ている,

企 業は現実に資産を保有 してお り,こ の資産 は企業に対 して次の2通 りの便

益を もた らし うる。すなわち,当 該資産 を生産過程 において使用 して生産物を

生産 し,そ れを販売す ることに よって企業 に現 金流入を もた らす とい う便益,

お よび当該資産を現在時点で販売す ることに よって企)'YYL現 金 流入を もた らす

とい う便益であ る。 したが って前者の場合,そ の資産は将来 キャ ッシュ ・フ ロ

ーの割引現在価 値(PV)に よ って評価す る ことが でき,後 者の場 合には純実

現可能価値(NRV)に よ って評価 する ことができる。他方,企 業が保有す る

資産は,保 有 とい う事実に よって,も し保有 していなか った と した ら現在時点

で取得 されねばな らない ことに よって生 じる現 金流 出を 防止 してい るとい う意

味を も有す る。資産が有す るこの意味は取 得原価(RC)で 評 価す ることがで

きる。 したが って企業が保有す る資産 につ いては,PV,NRV,RCの3つ

の評価基準があ りうる。そ して剥奪価値 説は,保 有 資産が剥奪 さることを仮定

して,そ の時の企業の最 も合理的な行動に関係する評価基準 による評価額 をも

って,保 有資産の価値 とす るものであ る。

(7)「 剥奪価値」という名称は,W.T.Baxter〔5〕,p.30に おいて初めて使用された。
これ と同じ概念を表わす用語としては,「 所有者にとっての価値」のほかに,「 企業

にとっての価値(valuetothefirm)」(た とえばRH,ParkerandGC.Harcourt

〔35〕;E.Stamp〔40〕),「 事業にとっての価値(valuetothebusiness)」(た とえ

ばInflationAccountingCommittee〔28〕),お よ び 「機会価値(opportunity
value)」(F.K.Wright〔45〕)カ ミ用いられている。

(8)P.V。Bel1〔7〕,pp.29-30;InflationAccountingCommittee〔28〕,para.210-
219;InflationAccountingSteeringGroup〔29〕,para.1.1-1.16;G.Macdonald

〔31〕,pp.90-91;〔32〕,p.266;R.H.ParkerandG.(,.正iarcourt〔35〕,pp.17-18;
D.Solomons〔39〕,pp.124-125;E,Stamp〔40〕,p.285.
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第1表 剥奪価値の決定プロセス

37

(a)ありうべきケース(b)第1プ ロセス(c)第2プ ロセス

(i)PV>NRV>RCPV>RCRC

(2)PV>RC>NRVPV>RCRC

(3)NRV>PV>RCNRV>RCRC

(4)NRV>RC>PVNRV>RCRC

(5)RC>PV>NRVRC>PVPV

(6)RC>NRV>PVRC>NRVNRV

そのような評価基準の決定は第1表 に示 したプロセスを経て行われる。まず

第1に,PV,NRV,RC,と いう3つ の評価基準Y'よ る評価額の間でのあ
くの

りうべき大小関係を列挙すれば(a)欄に示 した6通 りになる。いま企業は実際に

資産を保有 しているか ら,そ の資産の利用について企業が行い うる意 思 決 定

は,次 の2つ の代替案の間で行われ うる。すなわち将来キャッシュ ・フローを

得るために,生 産過程V`い て使用し続けるか,ま たは即時に転売 して現金を

入手するかのいずれかである。これ らは前述の通 り,そ れぞれPVとNRVに

関係 している。明らかに企業は,継 続的使用によるPVと 即時売却によるNR

Vを 比較 して,大 きい方の価値をもたらす代替案を選択するであろ う。したが

ってPV>NRVの ケースにおいては,即 時売却とい う代替案は企業にとっ

ては意味がな くな り,ま たNRV>PVの ケースにおいては,継 続的使用とい

う代替案が意味を失 う。この理 由で第1表(a)欄 の6つ のケースのそれぞれにつ

いて,PVとNRVの うち小さい方が 排除される。 このようにして得 られた

のが(b)欄である。以下では表記上の便宜のために,こ の第1プ ロセスをmax

(PV,NRV)と して表わすことにする。

(9)も っともこれら3つの評価額のうち,い ずれか2つ または3つ の金額が等しいこと
もありうるが,そ のような場合にも以下の剥奪価値決定プロセスは妥当する。
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次のプロセスでは,(b)欄 の各ケースについて,max(PV,NRV)とRCの

いずれが,当 該資産を剥奪された場合の企業の合理的な行動に関係するかが問

題とされる。すなわち企業は実際に資産を保有 しているか らPVま たはNRV

という便益を得る機会を有するが,も しその資産を剥奪されたとしたら,企 業

はそれを再調達するか否かが考えられるのである。

資産を剥奪 された場合,そ の資産についてケース(1)～(4)のようにmax(P

V,NRV)>RCで あるならば,企 業はその資産を再調達す るであろう。なぜ

な らば再調達 した資産か ら得 られる将来または現在の収入が,再 調達に要す る

現在現金支出を超えているからである。このことは,た とえ資産を剥奪 された

としても,RCの 支出によって企業はmax(PV,NRV)を 得る機会を回復で

きることを意味 している。 したがって現実に企業が保有す る資産の価値は剥奪

時における再調達行動に関係するRCに 等 しい。他方,ケ ース(5)と(6)の よう

に,RC>max(PV,NRV)で あるならば,そ の資産を再調達することは不利

であるから,企 業は再調達を行わないであろ う。その場合,資 産の剥奪は企業

にmax(PV,NRV)の 喪失とい う不利益をもた らす。したがって企業が保有

する資産の価値は,ケ ース(5)においてはPVで あ り,ケ ース(6)においてはNR

Vで ある。

この第2プ ロセスは手続的には,(6)欄の各ケースにおいてmax(PV,NRV)

とRCを 比較して,い ずれか小さい方を選択するのと同じである。 ゆ え に,

第1お よび第2の プロセスを合わせて,DV=min{RC,max(PV,NRV)}

と表記できる。

第1表(c)欄 はこのようにして決定された資産の評価基準を示 してお り,こ れ

が各ケースにおけるその資産の剥奪価値である。なお参考までに,剥 奪価値を

示す評価基準の決定 プロセス を フローチャー トで示せば 第2図 のようになろ

う。
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具体的

ケー ス

DV

実際 に保有 する

資 産 に つ い て

YES PV>NRV

で あ るか

NO

継続的使用(PV) 即時売却(NRV)

YES/pV>RC

で あるか

NO

再 調 達 す る

(RCの 負担)

YES/NRV>RC¥NO

であるか

再調達 しない

(PVの 喪失)

再 調 達 する

(RCの 負担)

再 調達 しない

(NRVの 喪失)

(1)PV>NRV>RC

(2)PV>RC>NRV

RC

(5)RC>PV>NRV

PV

(3)NRV>PV>RC

(4)NRV>RC>PV

RC

(6)RC>NRV>PV

NRV

第2図 剥奪価値の決定 プロセス

III.英 米 の公表 会計 基準 におけ る時 価概念

前節での分析か ら,剥奪価値はmin{RC,max(PV,NRV)}と い うルール

によって決定され,具 体的には,あ りうべき6つ のケースのうちの4つ のケー

スにおいてRCで あること,お よびPVとNRVの 両方がRCを 下回る場合に

のみPVとNRVの いずれか大きい方であること,が 明らかになった。そ こで

次に,イ ギ リスおよびアメリカにおいて既に公表され実施されているインフレ
くユの

一ション会計基準における時価概念を検討 し,そ れ らがともに本稿で取上げて

いる剥奪価値を意味することを示 して,剥 奪価値説が実践的にも検討に値する

理論であることを明 らかにしたい。

イギ リスでは会計基準委員会が1980年3月 に会計実務基準書第16号 「カレン

(10)本 稿では時価主義会計における価値概念としての剥奪価値を検討しているから,英
米のインフレーション会計基準の包括的な検討は行わない。これらの会計基準につい
ては,白 鳥庄之助等 〔38〕,29-50頁において詳細な内容の紹介が行われている。
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ト ・コス ト会計」を公表 し,1980年1月1日 以降 開始す る事業年度か らこの基

準 が適用 された。そ こでは所 定の資産 と費 用の評価基準 として 「事業に と って

の価値(valuetothebusiness)」 を採 用す る ことが要求 され,事 業に と って

ロ ユラ

の価値 は次 のよ うに定義 され てい る。

「事業にとっての価値 とは

(a)純現在取替原価(netcurrentreplacementcost)

または,純 現在取替原価を永続的に下回ること(apermanentdiminutiontobelow

…)が 認識された場合には

(b)回収可能額(recoverableamount)で あ る」。(パ ラグラフ42)

「回収可能額とは,あ る資産の純実現可能価値と,適 用可能な場合にはその資産の将来

の使用から回収可能な額との,い ずれか大きい方である」。(パ ラグラフ43)

この定義 におけ る 「そ の資産の将来の使用か ら回収可 能な額 」 とは前述 のP

Vで あ る。 したが って事業に とっての価値はRCと 回収可能額 のいずれ か小 さ

い方であ り,回 収可能額がRCを 下回 る場合にはNRVとPVの いずれか大 き

い方であるか ら,こ れは剥奪価値 の内容 と完全に一 致 してい る。 この一致 は,

会 計実務基準書第16号 の源泉がサ ンデ ィランズ ・レポー トであ り,サ ンデ ィラ
ロの

ンズ ・レポー トが時価として剥奪価値を採用したことか らすれば当然の一致で

ある。,ただしこの基準書では回収可能額の採用をそれがRCを 永続的に下回る

場合に限定し,か つPVの 考慮はその計算が適用可能な場合にのみ行えばよい

として実務上の配慮を加味 した点で若干の相違がみ られる。

次にアメリカでは財務会計基準審議会が1979年9月 に財務会計基準書第33号

「財務報告と物価変動」を公表 し,1979年12月25日 以降に終了す る事業年度か

らこの基準が適用された。そ こにおける時価概念は,た とえば有形固定資産を
くユお

例 に と れ ば 次 の 通 り で あ る 。

「右 形 固 定資 産(property,plantandequipment)に つ い て は,測 定 日に お い て 資産

(11)AccountingStandardsCommittee〔1〕,para.42-43.

(12)脚 注 ⑦参 照 の こ と。

(13)F量nancialAccountingStandardsBoard〔18〕,para.51-b,58,62-64.
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に残存するサービス ・ポテンシャル の カレント・コス トまたはより低い 回収可能額

(lowerrecoverableamount)」 。(パ ラグラフ51-b)

「企業によって所有され る有形固定資産のカレント・コス トは,所 有される資産によっ

て具体化されるのと同じサービス ・ポテンシャルを取得することの現在原価である」。

(パ ラグラフ58)

「回収可能額は,当 該資産の純実現可能価値または使用における価値(valueinuse)

を考慮することによって測定できる。

a.純 実現可能価値は,資 産の販売か ら得られると期待される現金または現金等価物

から,販 売の結果として負担されるべき必要費用を控除した額である。これは当該資

産が販売される予定の場合にのみ.資 産の測定値として考慮されなければならない。

b.使 用における価値は,そ の企業による資産の使用から得られると期待される将来

キャッシa・ フm(最 終的な処分収入を含む)の 現在価値である。これは当該資産

の即時販売が意図されていない場合にのみ資産の測定値として考慮されなければなら

ない。……」(パ ラグラフ63)

「……もし資産の回収可能額が……カレント・齟コス トよりも著しく(materia11y)か つ

永続的に(permanently)低 い と判断される場合には,回 収可能額が,資 産およびそ

の資産の使用または販売に関する費用の測度として用いられなければならない。…」

(パ ラグラフ62)

「もし当該資産によって提供されるサービス ・ポテンシャルの取替が,現 在の経済状態

において必要に応じて行われるならば,… …減価償却費は……カレント・コス トで測

定されなければならない」。(パ ラグラフ64)

以 上 か らカ レン ト・コス トとはRCで あること(パ ラグラフ58),回 収 可能

額 とはNRVま た はPVで あ るこ と(パ ラグ ラフ63)が 明 らかであ る。そ して

時価概念はmin{RC,(PVorNRV)}と 表 現す ることがで きる(パ ラグラフ

51-b,62)。 さ らに3つ の評価基準 のそ れぞれ につい て,そ れが時価 として採

用 され るための次の よ うな条件が付 され ている。すなわ ちRCに ついては,現

在 の経済状態において当該資産 の必要に応 じた取替が意図 されてい ること(パ

ラグラフ64),PVY=つ い ては必要 に応 じた取替や即時販売が意図 されず(パ

ラグラフ64,63-b),し た が って継続 的使用が予定 され ていること,ま たNR

Vに つ いては必要に応 じた取替が意図 されず 即 時 販 売 が 予定 されてい ること

(パ ラグラフ64,63-a)で あ る。時価 の評価基準 の選択 についての この よ うな
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規定は,一 見,イ ギ リスの基準したがって剥奪価値 とは異なるように見えるか

もしれない。

しか し経営者がRC,PV,NRVの 大小関係を正 しく認識して合理的行動

を とるものとすれば,ア メリカの会計基準においても時価概念は剥奪価値であ

るといえる。その理由は次の通 りである。まず第1にRCが 評価基準としで採

用 されるための条件を考えれば,①min{RC,(PVorNRV)}=RCで あるこ

と,す なわち(PVorNRV)>RCで あること,お よび②現在の経済状態にお

いてその資産の取替が必要に応 じて行われることである。条件①は具体的には
くエの

前節第1表 のケース(1),(2),(3),(4)に 相当する。現在の経済状態において(条

件②),3つ の評価額の大小関係がこのようであると経営者が正しく認識して

合理的行動をとるならば(上 記仮定),そ の行動は当該資産の取替 となって現

われるであろう(条 件②)。 なぜな らば将来または現在の収入(PVorNRV)

の方が現在の支出(RC)よ り大きいか らである。 したが って条件①のもとで

経営者の正 しい認識 と合理的行動を仮定すれば,条 件②は自動的に満た され,

採用される評価基準はRCと なる。これは前節での剥奪価値決定ルールの適用

結果と同じである。

次にPVが 評価基準として採用されるための条件を考えれば,①RC>(P

Vか つNRV)で あること,お よび②取替も即時売却も意図されず継続的使用

が予定されていることである。条件②はRC>PV>NRVの 場合にのみ満た

されるであろう。なぜな らばRCが 最大であるか ら取替は意図されず,ま たP

V>NRVで あるか ら即時売却も意図されないか らである。RC>PV>NR

Vの ときにのみ時価がPVに よって測定 され るとい うのは,剥 奪価値決定ルー

ルの適用結果と同じである。同様のことはNRVに ついてもいx.る 。

したがってアメリカの会計基準における時価概念は,外 見的にはイギ リスの

(14)再 掲すれば次の通りである。ケース(1)PV>NRV>RC,ケ ース(2)PV>R
C>NRV,ケ ース(3)NRV>PV>RC,ケ ース(4)NRV>RC>PV.
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基準 と相違するように見えるが,経 営者がRC,`PV,NRVの 大小関係を正

しく認識 して合理的行動を とるものとすれば,イ ギ リスの基準 と完全に一致し
くユゆ

ている。そ してそ こにおける時価概念は明 らかに剥奪価値であるといえよう。

以上でイギ リスの会計基準においてもアメリカの会計基準においても,時 価

として剥奪価値が採用 されていることが明らかになった。したがって実践基準

におげる採用か らみても,剥 奪価値は極めて重要な概念であ り,そ の理論的な

意味が十分に検討 されなければならない。以下ではこの概念の理論的根拠 と問

題点を検討する。

IV.剥 奪価値 説 の理論 的根 拠

剥奪価値説によれば,企 業が保有する資産の 価 値 は剥奪価値(DV)で あ

り,DV=min{RC,max(PV,NRV)}で あるとされる。これにはどのような

理論的根拠があるのであろうか。

バクスターは剥奪価値を,資 産を所有 している場合のキャッシs・ フロー評
くユの

価額 と資産を喪失 した場合 のキ ャッシュ・フロー評価額 の差額 として説 明す る。

まず資産を所有す る場合には,そ の資産 を即時に販売す るか継続的に使 用す る

か の2つ の代替案があ りうる。 これ ら2つ の代替案か ら生 じるキャ ッシ ュ ・フ

Rの 評価額 は,そ れぞれNRVお よびPVで あ る。 また この資産を喪失 した

(す なわち所有 しない)場 合には,再 調達 して即時に販売す るか,再 調達 して

継続 的に使用す るか,再 調達 しないかの3つ の代 替案があ りうる。再調達か ら

生 じるキ ャッシュ ・フロー評価額はRCで あ る。そ してバ クス ターは,所 有す

(15)財 務会計基準書第33号 のAppendixCに おいても,「『事業にとっての価値』.『剥

奪価値』および 『カレント・コス トまたはより低い回収可能額』(上 で引用したパラ

グラフ51-bの 表現一筆 老注)と いう用語は,す べて同じ意味をもっている」 と指摘

されている。FinancialAccountingStandardsBoard〔18〕,para.99-h.

(16)W.T.Baxter〔5〕,p.32;〔6〕,p.126.
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る場合と所有 しない場合の各々について,最 も合理的な代替案か ら生 じるキャ
ロの

ッシ ュ ・フRの 評価額 の差 額が剥奪価値 の意味で あるとい う。

この点を次の ような数値例 で確認 してみ よう。 いまPV=100,RC=80,

NRV=70と し よう。 この場 合はPV>RC>NRVで あ るか ら,剥 奪価値 決

定 ルールに従 えばDV=RCで あ る。他方,バ クス ターがあげる各代替 案か ら

生 じるキ ャッシュ ・フローの評価額を示せば第2表 の通 りである。所有す る場

合の合理的代替案は継続的

使用であり,こ のとき100

の純収入が生 じる。所有 し

ない場合の合理的代替案は

再調達 して継続的に使用す

ることであh,そ のときの

純収入は20で ある。そ して

第2表

鍍
フ ロ

代
替
案

支 出

収 入

純収入

所有する場合

即時販売

0

70

70

継続的
使 用

0

ioo

ioo

所有 しない(剥 奪された)
場合

再調達し
て即時販
売

△80

70

△10

再調達し
て継続的
使用

△80

ioo

20

再調達
しない

0

0

0

両者 の差額は80で あ るが,こ れ は剥奪価値決定 ルールに よる剥奪価値 た るRC

の金額であ る。

次にRC=100,NRV=90,PV=80と しよ う。 この場合はRC>NRV>

PVで あ るか ら,剥 奪価値決定ル ールに よればDV=NRVで あ る。他 方 ,各

代替案のキャッシュ・フロ

ーは第3表 のようになる。

このケースでは,所 有する

場合の合理的代替案は即時

販売であり,こ のとき90の

純収入が生 じる。所有 しな

い場合の合理的代替案は再

第3表

鍍
フロ

代
替案

支 出

収 入

純収入

所有する場合

即時販売

0

90

90

継続的
使 用

0

80

80

所有しない(剥 奪された)
場合

薨醗最1鬻黏
0100

90

△10

0100

80

020

再調達
しない

0

0

0

(17)W.T.Baxter〔6〕,pp。128-129.
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調達しないことであり,こ のときの純収入はゼロである。 したがって両者の差

額は90に な り,こ れはNRVの 金額であるか ら,こ こでもまたそれは剥奪価値

決定ルールの適用結果と一致する。

以上2つ のケースを示したにす ぎないが,他 の4つ のケースについても同様

である。このようにして,第H節 で述べたような,資 産の剥奪を仮定 した場合

の最小損失額を求めるとい うプロセスは,資 産を所有する場合 と所有 しない場

合のキャッシュ・フローの差額を計算することを意味 していることが判明する。

さらにこのような・ミクスターの考え方を基礎として,剥 奪価値を経済学にお

ける機会原価概念に よって説明しようとする論者がある。たとえばサンディラ

ンズ ・レポートは,剥 奪価値概念は,「 ある行動コースのr機 会原価(oppor一
くユの

tunitycost)』 とい う標準的な経済概念の逆である」とい う。この点はライ ト

(F.K.Wright)に よって次のように敷衍 されている。 ライ トもまた剥奪価値

は経済学における機会原価の逆(ま たはもう一つの側面)の 概念であると述べ

た うえで,こ の逆概念を表わすために機会価値(opportunityvalue)と い う

用語を用いる。そ して機会原価と機会価値の間V'は 次のような対応関係がある

という。すなわち機会原価が,あ る代替案を採用す ることによって放棄された

代替案のうち最 も碕値あるものY'よ って決定されるのY'対 し,機 会価値は,あ

る代替案を採用することによって回避された代替案のうち最もコス トの小さい

ものによって決定されるのである。この機会価値こそが剥奪価値であ り,機 会

価値は機会原価のもう一つの側面の概念であるか ら,剥 奪価値は経済学におけ
くユの

る機会原価の概念を理論的根拠 とするものであるというのである。

この具体的意味を明らかにするために,経 済学における価値の理論をごく簡

811畿t篇1蟹 誰 騰ep!騫;躙:2°9,p.188,ラ イ,は機会価値の考舫
の 先 駆者 と してJ.B.Canning〔11〕,p.241を あげ て い る。 また ライ トの こ の よ う

な 考 え方 は,剥 奪 価 値説 の支 持者 た るEStamp〔40〕,pp.284-285;W.T.Baxter

〔5〕,p.32;〔6〕,p.126に おい て 引 用 され て い る。 さ らに 同様 の 考 え方 はD.Sol-

omons〔39〕,p.131に お い て も表 明 され て い る。
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単に概観 してみよう。経済学における価値の理論は,直 接的には商品の交換比

率たる価格を決定する要因を説明しようとするものである。この分野における

特筆すべき事項は1870年 代における限界革命であった。限界革命は,価 値の理

論における大転換と経済学接近法としての限界分析の導入によって特徴づけ ら

れる。すなわち価値の理論においては,商 品の価値はその生産費または生産に

投下された労働量によって決定 される(古 典派の価値理論)の ではなく,商 品

の追加的な消費にともな う効用(限 界効用)に よって決定されるとい う大転換
ロの

が行われたのであった。そしてこの新 しい価値理論は限界分析の手法とあいま

って,消 費者行動分析においては限界効用理論を生み出し,生 産者行動分析に

おいては限界生産力説を生み出すことによって,現 在のミクロ経済理論を形成

していったのである。

それではこのような価値の理論において機会原価の概念はどのような役割を

演 じているのであろうか。これを説明す るために第4表 のような犠牲と成果の

関係を仮定 してみよう。すべての経済活動は一定の犠牲を支払って一定の成果

を獲得するとい う形で展開されるのであるが,第4表 はこ

の犠牲 と成果の関係を示 したものである。いま犠牲を2単

位 しか支払わなかったとすれば18の成果しか獲得できない

が,犠 牲を3単 位支払 うと最大の成果20が得 られる。そ し

て上述の限界効用に基づ く価値の理論によれば,こ の成果

の増分2が,2単 位の犠牲と3単 位の犠牲の差すなわち1

単位の犠牲の価値を表わ していると考えるのである。 これ

を逆にみて,犠 牲の支払いを3単 位か ら2単 位に減 らした

第4表

犠 牲 成 果

1

2

3

4

5

14

18

20

18

14

ことによって成果が20か ら18へ減少したと考えれば,こ の成果の減少分は機会

原価であるとい うことができる。なぜな らば成果の減少分2は,「 犠牲を1単

位追加支払い しない」とい う代替案を選択することに よって,「3単 位の犠牲

(20)菱 山 泉 〔25〕,516頁。
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を支払 って20の成果を得る」 という代替案を放棄した結果としてこうむる損失
ロ ユ　

の大 きさを示 しているか らである。

現在の ミクロ経済学の基礎となっている価値の理論についての以上の簡単な

概説か ら∫成果を得るための犠牲の価値とは機会原価であるとい うことが明ら

かになった。そ して資産はまさに成果を得 るための犠牲であるか ら,資 産の価

値 もまたこの機会原価であるといえる。経済学における機会原価の概念をこの

ように把握 した うえで,再 びライ トの主張にもどって,剥 奪価値が機会原価の

逆の概念であるとい う意味を考えてみよう。

機会原価と剥奪価値(ラ イ トの用語法では機会価値)と の関係を 考 え る に

は,バ クスターが剥奪価値を説明する際に用いた,資 産所有の場合のキャッシ

ュ ・フローと非所有の場合のキャッシュ・フローの比較表が役に立つ。なぜな

らば前述の例か ら明らかなように,機 会原価は犠牲を1単 位追加支払いする場

合としない場合の差によって決定されてお り,こ れが資産を保有する場合とし

ない場合に対応 していると考え られるか らである。そこでもう一度,前 掲の第

2表 を示 してみよう。

ライ トは前述の通 り,機

会原価は,「ある代替案を採

用することによって放棄さ

れた代替案のうち最も価値

あるものによって決定され

るとい う。機会原価を考え

第2表(再 掲)

銘
プロ

代替

案

支 出

収 入

純収入

所有する場合 所有 しない場 合

④
即時販売

0

70

70

⑬ ◎再調達

攣觜1嵯塒
0

100

100

△80

70

△10

⑪再調達
して継続
的使用

△80

100

20

⑭
再調達
しない

0

0

0

る場合の,採 用 されたある代替案 とは,こ れまでの議論か ら明 らかな通 り,犠

牲を追加支払いしないことであ り,表 の◎⑪⑭がそれに相当する。このうち企

業にとって最も有利なものは⑪案であ り,こ のとき20の成果(純 収入)が 得 ら

れる。他方,放 棄された代替案 とは犠牲を追加支払いすることで,表 の④⑧が

(21)伊 賀 隆 〔26〕,326頁。
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それに相当する。これ ら放棄された代替案のうち最も価値あるものは⑧案であ

り,そ のときの成果は100で ある。そ してこれ ら2つ の成果の差によって決定

される機会原価は80で あ り,こ れがその資産の価値になる。

ライ トはまた,剥 奪価値は機会価値であって,そ れは機会原価の逆,す なわ

ちある代替案を採用することによって回避された代替案のうち最もコxト の小

さいものによって決定されるとい う。ここに採用されたある代替案 とは,所 有

資産の評価の問題においては,企 業は既に資産を保有しているか ら,資 産を所

有す るという代替案であり,表 では④⑧がそれである。このうち企業に有利な

代替案は⑧であるか ら,企 業は⑧案を採用 して100の 成果を得るであろ う。他

力,こ の代替案を採用することによって回避された代替案とは,資 産を所有 し

ない とい う代替案◎⑪⑨である。これ ら回避 された代替案のうち最もコス トの

小さいものは⑪案である。なぜならば⑬案と比べた場合に成果の差が最も小さ

くなるのが⑪案であるか らである。そして当然のことであるが,⑧ 案と⑪案の

差 もまた80に なる。

このように,機 会原価が,資 産を所有 しないという代替案か らみた場合の資

産所有案(第2表 の 「所有する場合」)との成果の差であるのに対 し,剥 奪価値

は,資 産を所有す るという代替案か らみた場合の資産非所有案(第2表 の 「所

有しない場合」)との成果の差であるか ら,両者は同一事項の二側面であるV'す

ぎない。したがってサソディランズ ・レポー トや ライ トはこの点に着目して,

剥奪価値は機会原価の逆またはもう一つの側面の概念であると主張 しているも

のと解される。このようにして彼 らは剥奪価値を経済学における機会原価概念
ロの

に よって根拠づけ よ うとす るのであ る。

(22)剥 奪価値の概念が経済学上の限界効用や主観価値と密接に関係するとい うことは,

剥奪価値説の最初の提唱者として賞賛されているボンブライ トによって,既 に1937年

に指摘されている。J.C.Bonbright〔9〕,pp.94-97.
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V.剥 奪 価値 説 の問題点

前節では,経 済学における機会原価の概念を援用することによって剥奪価値

説の正当性を論拠づけようとする主張をみてきた。しかし他方では剥奪価値説

に反対する論者によって,剥 奪価値に内在するいくつかの問題点が指摘されて
くお ラ

いる。まずそれ らを列挙すれば次の通 りである。

(1)資 産が剥奪 されれば,剥 奪された資産を再調達するための支出(す なわち

RC)が 必要になるだけではなく,多 くの間接的損失が生 じるが,剥 奪価値

説では問接的損失が考慮されていない。

(2)資 産の価値は,剥 奪された資産 自体か ら得 られたはずのPVま たはNRV

であり,剥 奪に基因する損失ではない。

(3)剥 奪による損失の補填は,全 く別の資産の取得によっても可能であるが,

剥奪価値説では同種の資産の再調達 しか考慮 されていない。

(4)剥 奪価値説ではPVが 重要な役割を果たしているが,個 々の資産のPVの

計算は実行不可能である。

以下ではこれ らの問題点を指摘する反対論者の主張を引用しつつ,ま ず問題

点(1),(2)および(3)の検討を通 じて,剥 奪価値はその提唱者たちが言 うような経

済学上の機会原価概念によっては説明されえないことを明らかにする。そ して

剥奪価値は,投 資者等の情報利用者が必要 とする,将 来についての情報を直接

的に提供 しようとするものではなく,投 資者等が過去に行った意思決定の良否

を自分で評価して将来の意思決定を改善できるようにす ることを 目的 とする会

計固有の概念であることを主張したい。また問題点(4)は,剥 奪価値の実践的測

定に対 して重大な問題を提起するが,こ の点は情報の信頼性を保証する監査の

観点か ら検討する。

(23)列 挙した4つ の問題点は、中野教授が指摘されるところを要約したものである。中

野勲 〔33〕,12-16頁。
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VI.企 業 資産 の個別 価値合 計 と全体 価値

上述の問題点(1)と(2)は同じことを意味してお り,結 局は,企 業が所有する個

々の資産を独立的にみた場合の評価額と企業全体の一部 としてみた場合の評価

額とが相違するとい う問題に帰せ られると考え られる。そのことを明らかにす

るために,ま ず,反 対論者か ら提起されたそれぞれの問題点の検討か ら始める。

問題点(1)は間接的損失の無視である。すなわちボソブライ トが剥奪価値を,

「もしも所有者がその財産を剥奪 されたとすればこうむると予想される,直 接
ゆの

および商接の全損失 という不利益価値である」(傍 点筆者)と 定義するにもか

かわらず,間 接的損失が無視されているという反論である。た とえば次のよう

な状況を考えてみよう。いま企業は,購 入または生産しさえすれば容易に販売

でき利益が得 られる棚卸資産を所有 しているとする。したがってNRV>RC

である。この棚卸資産が剥奪された場合の損失は,再 調達すれば企業は以前の

状態に回復できるという理由で,RCだ けであろうか。決 してそ うではない。

なぜな らば剥奪 されなければ得られたはずの利益(=NRV-RC)も また同

時に喪失されているか らである。したがって剥奪価値 としてのRCは,剥 奪に

基因する喪失利益のような間接的損失を含んでいない。同様に,固 定資産が剥

奪された場合には生産活動を停止せざるをえず,そ れに伴 う喪失利益 もまた剥

奪に基因する損失の一部を構成するYrもかかわ らず,RCに は間接的損失が含
くゐ ラ

まれていない。

このよ うな間接 的損 失の無視 は,資 産が剥奪 され てか ら取替補充 され るまで

のタイム ・ラグを考慮 しない ことに基因す る。事実,剥 奪価値説 の主張者は タ

イム ・ラグを無視す ることを可能にす るための仮 定を設定 しているので ある。

た とえばギー=ピ アス ネル(K.P.GeeandK.V.Peasnel1Mま,「 厳密 に

(24)J.C.Bonbright〔9〕,p.71.

(25)J.M.J。Boesema〔8〕,P・281;中 野勲 〔33〕,16頁。
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は,こ こでは企業にとっての価値(=剥 奪価値一筆者注)は,全 体としての企

業の現在価値を減じることなく即時取替が可能な環境において,資 産が剥奪 さ

れた場合に企業がこうむるであろう最大損失である。資産評価目的 のた め に

は,剥 奪は完全に観念的なものであり,し たがって固定資産の喪失か ら実際に
ロの

生 じうる利益の喪失は,資 産の剥奪価値に含まれないであろう」といい,ワ ー

レル(C.J.Warrel1)は,「 予期されない破壊や法的収用を基礎 とするのでは

なく,予 想外の副次的結果を有さず,ま た所有者が望むならば即時取替に よつ

て回復され うるような観念的または想像上の剥奪を基礎 とするものでなければ
ゆわ

ならない」 とする。またバクスターは逆に,剥 奪によって利益が喪失されるの

を防こうとして取替を急げば通常の取替に要する以上の支出が必要になること

に着目して,剥 奪時には企業は通常の支出額で再調達を行い うるための十分な
むの

時間 と資金を有す るものと仮 定す る。

しか しこれ らの論者 のよ うに,タ イ ム ・ラグがない ことを仮定 して剥奪に伴

う間接 的損失を無視すれば,剥 奪価値 に よる個 々の資産 の評価額の合計は,全

体 として の企業資産の価値 とは乖離す るこ とに なる。 この点は,間 接的損失 を

無視すべ きことを積極 的に主 張す る ワー レルに よる次の よ うな説明を考 えれ ば

明 らかであ ろ う。

ワー レルは資産が剥奪 された場合に生 じる直接お よび間接の損失 につ いての

(26)K.P.GeeandK.U.Peasnell〔20〕p.243.ギ ー=ピ アスネルが仮定する 「即時

取替が可能な環境」に対し,ポ ポフは,NRV>RC>PVの 場合には資産が即時転

売のために取替えられるべきであるから剥奪価値はRCで あるとい う主張は,無 限量

の資産が即時に再調達されて即時V`売 却されることを意味するが,こ のような状態は

ありえないと批判する(B・Popoff〔36〕,p・311)。 これに対 しギー=ピ アスネルは,

「即時(immediate)」 は 「同時に(instantaneous)」 という意味ではなく 「不当な

遅滞なく(withoutunduedelay)」 を意味し,資 産の再調達から転売までの間隔が

NRVとRCを 変化させないほど短い,と いうことであるとして苦しい言い訳をして

いる(K.P.GeeandK.V.Peasnell〔21〕,p.312)。 しかしこれはタイム・ラグを無

視 して間接的損失を排除せ しめるための非現実的な仮定であるといわざるをえない。

(27)C.J.Warrell〔42〕,p.221.

(28)W.T,Baxter〔6〕,p,132.F.K.Wright〔49〕,p.119vこ も同じ指摘がみ られる。



52研 究 年 報XXV皿

考察に代えて,逆 にある資産を企業に追加した場合に,そ の資産が企業にもた

らす価値を考える。そ してその価値には2種 類のもの,す なわち(1)その資産を

単に所有することの企業に とっての価値,お よび(2)その資産が他の資産と結合

して使用 される場合Y'生 じると期待される効率性(efficiency)の 企業にとっ

ての価値があるとして,次 のような数値例を示す。いま全体 としての企業資産

の価値が66千 ドルである状態に対 して,購 入価格6千 ドルの資産Xを 追加 した

とす る。その時,全 体 としての企業資産の価値は112千 ドルになるのではな く,

結合的利用に基因する効率性の促進によって,さ らにたとえば4千 ドルが追加

され116千 ドルになるであろう。 ワーレルは,こ の うち6千 ドルが資産Xを 単

に所有することの企業にとっての価値であ り,4千 ドルが従来の資産との結合

的利用によって促進される効率性の企業にとっての価値であるという。そして

資産の剥奪時に生 じる間接的損失を も含めて剥奪価値を算出すると,結 合的利

用によって促進 される効率性をもその資産の評価額に含めることになるが,個

hの 資産の評価に際してはそのような価値は含めるべぎではないと主張するの
ロの

であ る。

この例か ら明 らかな ように,剥 奪価値 による個別資産の評価額は,そ れを合

計 しても全体 としての企業 資産 の評価額 とは一致 しない ことにな る。 したが っ

て闘接的損失の無視 は前述の通 り,資 産 を独立的にみた場合の評価額 と企業全

体 の一部 としてみた場 合の評価額 とが相違す る とい う周知 の問題に帰す るこ と

がで きよう。

次 に問題点(2),「 資 産の価値は,剥 奪 され た資産 自体か ら得 られたはず のP

Vま たはNRVで あ り,剥 奪に基因す る損失 ではない」 とい う批判 を 検 討 す

る。 この批判を最 も強力に主張す るのはチ ェンバ ース(R.」.Chambers)で あ

る。 チ ェソ・ミースは剥奪価値についてのボ ソブ ライ トの定義は消極的で ある と

(29)C.J.Warre11〔42〕,PP・220-222.正 確にはワーレルは,総 資産の価値のうち自己

資本部分をもって全体としての企業資産の価値 とする例を示 しているが,本 稿では企

業の総資産の価値そのものを全体としての企業資産の価値とみるように組替えた。
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して,自 己の積極的定義を示す。比較のために両者を引用すれぽ次の通 りであ

る。ボンブライ トY`い ては 「ある財産のその所有者に とっての価値は,も し

もその所有者がその財産を剥奪されたとすればこうむると予想される,直 接お
くヨの

よび間接の全損失という不利益価値」である。 これに対 しチェンバースは,

「ある財産のその所有者にとっての価値 とは,そ の所有者がその財産を所有す
くヨユラ

ることか ら生 じると予想する,直 接および間接の全利得の額である」と定義す

る。そしてこれ ら2つ の定義は全 く同じことを意味していること,お よび積極

的定義における意味での評価額は割引現在価値であることを理由に,「 所有者

にとっての価値についてのボンブライ トの定義に最もよく一致する概念はPV
くヨの

である」と主張するのである。

チェンパースが主張する資産の価値は 「利用価値」と称 してよいであろう。

なぜならば彼は所有する資産自体を利用することによって得 られる最大収入額

(PVま たはNRV)を もって資産の価値 とみるか らである。他方,剥 奪価値

説の主張者たちが考える価値は,資 産が剥奪 された場合に取替が採算にあ う限

り取替を考えるとい う想定のもとでの発生損失をもって,所 有していることの
くヨヨラ

価 値 とみ る か ら 「所 有 価 値 」 と表 現 で き る で あ ろ う。 そ して チ ェ ン バ ー ス に よ

る2通 りの 定 義 か ら 明 らか な よ う に,利 用 価 値 と所 有 価 値 は 全 く 同 じ こ と を 意

味 して い る か ら,本 来 は 一 致 す る は ず の も の で あ る 。 そ れ に も か か わ らず,利

用 価 値 がPVま た はNRVで 測 定 さ れ 所 有 価 値 がRCで 測 定 され る こ と に よ っ

て 両 者 が 相 違 す る の は な ぜ か 。 こ の 理 由 は 既 に 明 らか で あ ろ う。 両 者 の 不 一 致

は,所 有 価 値 をRCで 測 定 す る こ と に よ っ て,資 産 の 剥 奪 か ら生 じ る 間 接 的 損

(30)J.C.Bonbright〔9〕,p.71.

(31)R.J.ChambersX13),p.64,

(32)Ibid.,p.66.同 様 の主 張 は,S.J.GrayandM.C.Wells〔23〕,p.163;G.

Macdonald〔31〕,p.91;H.Yoshida〔50〕,p.20に もみ られ る。

(33)「 利用 価 値 」 ・「所有 価 値 」 とい う名 称 は,中 野 勲 〔33〕,13頁,に 従 ってい る。 な

おE.Stamp〔40〕,p.285は,利 用価 値 に相 当 す る ものを 「ネ ッ ト ・バ ック価 値

(netbackvalue)」 と称す る。
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失を除外 していることに原因があるのである。

したがって問題点(2)の 「資産の価値は,剥 奪 された資産自体か ら得 られたは

ずのPVま たはNRVで あり,剥 奪に基因する損失ではない」とい う批判は,

剥奪に伴 う間接的損失が無視されているとい う問題点(1)と同じことを主張 して

いると考えられよう。そ してこの結果,剥 奪価値によって評価された個々の資

産の評価額(所 有価値)を 合計 しても,全 体としての企業資産の評価額(利 用

価値)に は一致 しないのである。このことはまた,剥 奪価値説が,そ の理論的

根拠 とする機会原価概念によっては基礎づけ られえないということを も意味し

ている。なぜならぽ機会原価Y'よ って意味される資産の価値は利用価値である

にもかかわ らず,剥 奪価値Y'よ って測定される所有価値は,そ の測定過程にお

いて上述の通 り間接的損失を無視 している分だけ利用価値か ら乖離 しているか

らである。したがってサンディランズ ・レポー トやライ トが,剥 奪価値は機会

原価の逆の概念であるとい うにもかかわらず,完 全には逆の概念ではない。ゆ

えに剥奪価値はもはや経済学上の機会原価概念によっては説明されえず,個 別

資産の評価額を合計することによって全体 としての資産の評価額を算定すると
くヨの

い う会計 固有 の概念であ る といわ ざるをえない。

それでは資産が利用価値では な く所有価値 としての剥奪価値 によって評価 さ

れ る理由は何か。 また剥奪価値 を用いて作成 され る時価主義 財務諸表 は,情 報

利用者の意思決定へ の役立 ちにおい ていかな る意味を有す るのであろ うか。

VII.剥 奪 価 値 に 基 づ く会 計 利 益 情 報 の 意 思 決 定 有 用 性

ギー=ピ アスネルは資産評価において間接的損失を無視す ること(し たが っ

(34)個 別資産の評価額を合計することによって全体としての資産の評価額を算出すると

いう手続が、会計における評価方法の最も重要かつ最も基礎的な特徴であるとい うこ

とは,井 尻雄二教授によって,「 数量の直線的合計(1inearaggregationofquant・

ities)」とい う名称で明白に指摘されている。Ijiri〔27〕,chap.6.
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て利用価値ではな く剥奪価値を用いること)を 是認 し,さ らにその理由を積極

的に次のように述べる。まず第1に,利 用価値を採用するために資産の結合的

利用によって促進される効率性をも含めて評価を行お うとすれば,企 業全体か

ら生 じる将来キャッシュ ・フローの割引現在価値を求めなければな らないが,

それは実践的に不可能であることである。た とえ将来キ ャッシュ ・フローが把

握できたとしても,適 用すべ き割引率は資本市場が決めることであ り,財 務会

計の範囲外の問題である。第2に,割 引現在価値は評価時点での将来の事象に

ついての予測や期待に基づいて計算されるが,期 首と期末のそのような現在価
くヨゆ

値の差として算出される利益額は,業績の評価に役立たないとい うことである。

このように2つ の理由があげられているが,実 践的困難性の問題は後にゆず

ることにして,こ こではまず業績評価の問題およびそれとの関係における意思

決定有用性の問題を検討 しよう。その検討の後には,上 述の問題点(3)は,剥 奪

価値に基づ く財務諸表が目的 とするところか らみれば的外れの指摘であること

がおのずか ら明 らかになるであろう。

業績評価は利益額によって行われるが,ギ ー=ピ アスネルは利用価値によっ

て算出される利益額は業績評価に役立たないとい う。それでは資産を利用価値

で評価すれば,ど のような利益額が算出されるのであろ うか。またその利益額

が業績評価に役立たないのはなぜか。

前述の通 り,利 用価値 とは,実 際の発生以前に主観的に予測 された将来キャ
くヨの

ッシュ ・フ ローの割引現 在価値であ る。 したが って利用価値に よって測 定され

た資産評価額は,主 観 価値を表わす こ とに な り,期 首 と期末の主観 価値 の差 は

主観利益を表わす。 この ような主観利益が経営者の業績 評価に役立 たない こと

(35)K.P.GeeandK.V.Peasnell〔20〕,p.242,248.

(36)厳 密には,利 用価値はPVとNRVの 大 きい方である。しかしNRV>PVの 場合

に利用価値として採用されるNRVも またPVの 一形態であるといえる。な ぜな ら

ば,NRVは 販売による現金流入の生 じる時点が将来でな く現在であるから割引が行

われないにす ぎないからである。H.Edey〔16〕,p.76.

噸
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は,既 にエ ドワーズ=ベ ル(E.0.EdwardsandP.W.Bell)に よって次の

ように指摘されているところである。

いま期首の時点で 経営者が予測 した 期首と期末の主観価値をそれぞれVo,

V1,と すれば,期 待主観利益はV1-Voで ある。他方,期 末の時点で経営者が

予測 した期末の主観価値がV士 であるとすれば,事 後的な(す なわち期末に判

明した)主 観利益はv*-Voに なる。これ らの期待主観利益(VrVo)と 事後

的主観利益(Vi‐Vo)と を比べることによって,期 待主観利益のうちどの程

度が達成されたかが明 らかにな り,経 営者の業績が評価できるよう7y思われる

か もしれない。しかし決してそ うではないのである。なぜな らば,期 末の時点

で算定された期末の主観価値V*iは,そ れ よりさらに将来に関する新たな(期

首に経営者がいだいたのとは異なる)期 待に基づ くものであって,実 績 として
くヨわ

の主観利益ではないか らである。

業績評価が不可能な主観利益に代えてエ ドワーズ=ベ ルは,計 画時に経営者

がいだいた期待との比較によって業績評価を可能にせ しめる利益概念として,
くヨの

企業資産の市場価値に基づ く事後的利益概念を提唱する。そのような事後的利

益こそ,剥 奪価値に基づいて作成 される財務諸表が提供 しようとするものであ

ると筆者は考える。彼 らの主張を数値例を加えて簡単に概説すれば次の通 りで

ある。

いま計画時に企業が有する資産の市場価値の合計を100と し,経 営者はそれ

らの資産を利用 して得 られる将来キャッシュ・フローの割引現在価値(す なわ
くヨの

ち主観価値)を180と 見 積 った とす る。主観価値 と市場価値 の差80は 主観 のれん

(37)E.O.EdwardsandP.W.Bell〔17〕,p,43.

(38)市 場価値には購入価格たるRCと 販売価格たるNRVが あるが,エ ドワーズ=ベ ル

はこの箇所ではRC=NRVと 仮定している(Ibid.,p.33)。 このような仮定をおか

ない場合の市場価値の意味は以下で明らかにする。

(39)前 節で引用したワーレルの用語でいえば,こ の主観のれんは,資 産の結合的利用Y`

よって促進される効率性の評価額に相当するであろ う。また市場価値は,資 産を単に

所有することの企業にとっての価値に該当するものと考xら れる。
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であ り,計 画に際して経営者は主観のれんが最大になるように資産構成を決定

しなければな らない。 この主観のれんは期待値であるが,も しもその期待値が

正しければ,計 画遂行が完了するまでの閭にすべて市場価値に転換されるはず
くるの

である。 次に,実 際に計画の遂行が 完了した時点での企業資産の市場価値が

170で あった としよう。 したがって当初の市場価値合計 との差は70で あり,こ

れは計画開始か ら完了までに実際に生 じた事実に基づ くものであるから実績利

益である。ゆえに実績利益70は 期待値80と 完全に比較可能である。それでは期

待値 と実績利益の差10は 何を意昧するのであろ うか。その誤差は,計 画の遂行

が劣悪であった こと,ま たは当初に経営者が行った期待値の形成が誤っていた

ことを意味するものである。前者であったとすれば,そ の誤差は経営者の反省

材料 として今後の経営活動の遂行に役立つであろう。また後者であったとすれ

ば,そ の誤差は今後の期間についての期待値の形成方法の改善に役立ち,さ ら

にそれは経営計画において期待値としての主観のれんが最大の代替案を選択す
くむ 　

るという経営者の意思決定機能を向上せしめるであろう。このように市場価値

に基づ く実績利益情報は,ま ず第1に,期 待値 と比較することによって過去の

計画遂行または意思決定についての業績を評価するのに役立たせ,第2に その

業績評価の結果を今後の計画遂行や意思決定に役立たしめることを意図してい

るのである。

以上は市場価値に基づ く会計上の実績利益情報の有用性を,経 営者に的をし

ぼ って概説 した ものであるが,ラ イ トは同じことが投資者に も妥当するものと

して次のように主張する。 「投資者は,会 社の 『富』の増加についての一連の

期待を年度 ごとに形成する必要がある。各年度末に会計は,そ の年度中の 『富』

の実際の増加についての測定値を提供する。投資者は,こ の結果を自己が以前

にいだいた期待 との差異にて らして(お よび取締役の説明の助けをもって),

(40)E.O.EdwardsandP.W.Bell〔17〕,p.48.
(41)Ibid.,pp.54-55,
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ロの

後の年度についての期待を調整するであろう」。すなわち会計は,市 場価値で

測定された企業の富の増加についての実績情報を提供することによって,投 資

者が以前にいだいた期待値 と比較せ しめることを通じて,以 後の期待値の形成

を改善せしめるというのである。期待値の形成の改善は投資者の意思決定を改

善するのY'役立つであろう。

このように市場価値に基づ く実績利益情報は,情 報利用者が過去の実績にて

らして将来に関する意思決定を行 うとい うパターンを想定 し,そ の意思決定パ

ターンに有用な情報を提供することを目的とするものであるといえよう。 これ

に竝 し,主 観価値に基づいて作成された情報は,情 報利用者の意思決定が将来

の事象の結果についての見積 りに基づいて行われることを理由に,そ の将来の

事象の結果Y'関 する主観的な見積 り情報を直接的に提供 しようとするものであ

る。後者の情報は諸資産の結合的利用か ら間接的に生 じるキャッシュ・フR一

をも含めた割引価値に基づ くものであるのY'対 し,剥 奪価値は前述の通 り,そ

のような間接的利益を除外 した資産評価額であるから,剥 奪価値による資産評

価が後者の情報を提供 しようとするものでないことは明らかである。それでは

資産評価基準 としての剥奪価値の採用は,前 者の実績利益情報の提供を 目的 と

するものであるといxる であろうか。これを検討するためには,実 績利益情報

の基礎 となる資産の市場価値の内容が明 らかにされねばならない。

周知の通 り,市 場価値には購入市場における価格たるRCと 販売市場におけ

る価格たるNRVが ある。このうち事前の期待値と比較 させるための実績利益

情報を作成するという 目的 に 適合するのはどち らであろうか。実績利益情報

は,情 報利用者がその実績利益を事前の期待値と比較 して誤差を分析すること

によって将来の期待値の形成に役立てることを目的としているが,そ れが実際

に役立つのは企業をめ ぐる経済環境と経営活動が安定 している場合 に 限 られ

(42)F.K.WrightX42),p.61,
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る。すなわち過去の実績利益情報を将来の予測に役立てようとす る限 り,経 済

環境と経営活動に激変がないことを仮定せざるをえないのである。 しか しNR

Vは 企業が全資産を販売することによって現時点で入手 しうる貨幣額を意味す

るか ら,そ れは企業が全資産を売却して業種転換する等の激変がある場合にの

み役立つ情報である。 したがって将来に関する期待の形成に役立たせるための

過去の実績利益情報の提供 とい う目的に対してはNRVは 適合せず,RCが 適
くるヨラ

合す るのであ る。そ してRCこ そ まさに剥奪価値を測定 するための主 たる評価

基準であ った。ゆえに,剥 奪価値に よる資産評価は,実 績利益情報を提供 する

ことに よって,ま ず第1に 期待値 と比較 した場合 の誤差に基づいて業績評価に

役立 ち,第2に そ の業績評価の結果 を今後 の意思決定に役立て よ うとす るもの

で ある といえ よう。

た だ し1点 だけ注意 されねぽな らない問題 が残 る。それは剥奪価値 の評価に

おいては,確 かV'所 有 価値 として のRCが 中心 となるが,利 用価値 としてのP

VとNRVも また剥奪価値た りうることであ る。す なわ ちRC>PV>NRV

の場 合にはPVが,ま たRC>NRV>PVの 場 合にはNRVが 剥 奪価値に な

る。 これ ら2つ のケースはいかに解釈すれば よいであろ うか。

それに は損益計算に対 して資産 が有す る意味を考えれば よい。損益計算 との

関係に おいては,資 産はい まだ費 消 され ていないサ ービス ・ポテソシャルであ

る とい う意 味を有す る。 また費用 とは,も ともと経営活動においてサ ー ビス ・

ポテ ンシャルが奪 われ た部分をい う。剥奪価値説 が資産評価 に際 してそ の資産

の剥奪を仮定す るの も,ま だ剥奪 されていないサ ービス ・ポテ ソシャルを逆に

(43)チ ェンバースが資産評価基準としてNRVを 主張するのも,企 業が激変する経済環

境に適応して経営活動を変更 しうる能力を示すことをもって会計の目的としているこ

とによる(た とえばR工Chambers〔12〕,pp.47-49)。 しかしエ ドワーズ=ベ ル

は,NRVに よって算出される利益は短期的利益であるから,NRVとRCの どちら

か一方を選ぶとすれば,RCを 採用するのが よいとしている。E.().Edwardsand

P.W.Bell〔17〕,pp.97-105.
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ロの
測定 しようとす るこ とに よるのであ る。 しか しRC>PV>NRVの 場 合,お

よびRC>NRV>PVの 場 合においては,そ の資産 は既 にRCに よって示 さ

れる金額 より小 さいサ ー ビス ・ポテンシャル しか有 しない。 したが って まだ剥

奪 され ていないサ ー ビス ・ポテンシャルは,そ れぞれRCよ り小 さいPVお よ
ほゆ

びNRVに よって測定で きる といえ よ う。

以上 で剥奪価値説が資産評価基準 と して利用価値 ではな く所有価値を採用す

る 目的を明 らか に した。簡単に要約すれば次の通 りである。利用価値で の評価

は,情 報利用者が意思決定に際 して必要 とする将来事象 の結果 につ いて の予測

を直接 的に提供す ることY'よ って,情 報に 目的適 合性 を与 える方法であ る。 こ

れ に対 し所有価値で の評価は,事 前の期待値 と比較可能 な実績利益数値 を提供

し,情 報利用者が両者 の誤差を分析す ることを通 じて将来 の期待値 の形成 を改

善す る ことを可能な らしめ るとい う意味で,意 思決定 に有用 な情報を提供す る

方法 である。い ま前者の主観的な予測情報が直接 的な 目的適合性を もつ とい う

な らば,後 者 の実績利益情報は間接的な 目的適合性 をもつ とい えよ う。そ して

剥奪価値説は,間 接的な 目的適合性を もつ実績利益情報 の提供を 目的 と してい

るのである。

(44)こ のように費用計算との 関係に おい て 剥奪価値を 説明しようとする試みは,G.

Macdonald〔31〕,p.92;〔32〕,p.266お よび 中野勲 〔33〕,16頁によって行われて

いる。

(45)実 績利益の測定を目的とする剥奪価値においてはRCが 原則であ り,PVま たはN

RVが 例外的に採用されるのは,会 計理論よりむ しろ保守主義とい う財務政策的な考

慮事項の結果であるようにみえるかもしれない。事実,イ ギリスの会計実務基準書第

16号 のガイダンス ・ノー トにおいては,そ れが 「歴史的原価 コンベンションのもとで

適用される手続に類似 している」という指摘があり(AccountingStandardsCom・

mittee〔2〕,para.28),ア メ リカの財務会計基準書第33号 のAppendixCに おい

ては,PVとNRVの 例外的な採用が 「資産価値の著しい過大評価を避けるために必

要である」と指摘されている(FinancialAccountingStandardsBoard〔18〕,para.

195)。 しかし逆に,現 行の取得原価主義会計における低価法や評価減の手続は,保 守

主義ではなく,サ ービス ・ポテンシャルの剥奪とい う剥奪価値説の考x方 によって説

明できるものと考xら れる。F.K.Wright〔47〕,pp.63-67は この考え方を主張 し

ている。
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さて剥奪価値に基づいて作成 された財務諸表の目的についての以上の検討を

ふまえれば,上 述の問題点(3),「 剥奪による損失の補填は,全 く別の資産の取

得によっても可能であるが,剥 奪価値説では同種の資産の再調達 しか考慮され

ていない」という批判が全 く的外れであることは,既 に明らかであろう。まず

この批判が 指摘するところを チェソバースによって 敷衍すれば 次の通 りであ

る。チェソバースは,剥 奪価値の背後には,「 非所有 の場合か ら出発して,所

有の場合と 同じ期待(prospect)を 有する状態におくこと,が 仮定されてい

る。 しか し同じ期待を有する状態におく方法には,(a)同 一資産の取替と,(b)同

一期待が予想できる別の行動コース,の2つ があり,最 小原価は必ずしも(a)で
ロの

あるとは限 らず,(a)〉(b)な らば(b)が最小原価犠牲である」 とい う。すなわち資

産剥奪時に,以 前 と同一の資産を取替えることがたとえ経済的に採算があろ う

としても,以 前 と同一の成果が同一資産のRCよ りも低い価格で取得できる別

の資産により確保されるとすれば,別 の資産を取得する方が 合理的であるか
りわ

ら,別 の資産の現在取 得原価 こそが剥奪価値であ るとい うのである。

しか しこれ こそま さにエ ドワーズ ≧ベルが否定する主観価値 の評価 にほか な

らない。評価対象たる資産 が取得 された のは過去であ るが,そ の評 価の時点 は

現在であ る。剥奪を仮定する資産か ら期待 され るキ ャッシ ュ ・フ ローと同一 の

キ ャッシ ュ ・フRが 全 く別の資産 か ら期待 できる とい う判断は,資 産取得時

点でいだい た期待 とは全 く別の新 しく形 成 された期待 に基づいて初めて可能に

なる判断で ある。そ のよ うな別の資産の現 在取得 原価 に よって算定 され る利 益

は主観利益 であるか ら過去の期待値 と比較 せ しめるた めの実績利益ではない。

(46)R.J.Chambers〔13〕,P・67.ま た チェンバースは,企 業は常に別の行動 コースの

採用をも含む開放的選択枝集合(openoptionset)を 有するにもかかわらず,剥 奪

価値説においては別の行動コースを除く閉鎖的選択枝集合(restrictedoptionset)

しか仮定されていないから,不 合理な仮定を導入しているとして,剥 奪価値説を批判

する。R.J.Chambers〔14〕,pp.42-43.

(47)同 じ批判は,J.M.J,Boesema〔8〕,pp.280-281;S.J.GrayandM.C.Wells

〔23〕,p.163;中 野勲 〔33〕,14-15頁 においても行われている。
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これに対 し剥奪価値説は過去の期待値 と比較可能な実績利益の算定を目的とす

るものである。したがって剥奪価値説の目的か らすれぽ,別 の資産の現在取得

原価が考慮 されていないとい う批判は,全 く的外れであるといわざるをえない。

VIII.剥 奪価値 測定 の実 践的 問題 点

前節では,会 計情報に意思決定に対する目的適合性をもたせる方法には,①

主観的な将来キャッシュ・フローの割引現在価値に関する情報を直接に提供す

る方法(直 接的な目的適合性)と,② 以後の意思決定を改善 させるためY'事 前

の期待値と比較可能な実績利益情報を提供する方法(間 接的な目的適合性)が

あ り,剥 奪価値が 目的とするのは後者の方法であることを明らかに した。しか

し,ど ちらの方法が よりいっそ うの目的適合性を有するか といえば,そ れは明

らかに前者であろう。なぜな らば後者の方法が効力をもちうるのは,企 業の経

済環境と経営活動が相対的に安定 している場合に限 られるか らである。

それにもかかわ らず前者が放棄され後者が選好される理由は何か。その究極

的理由は,個hの 資産ごとに現在価値を正しく測定することが,大 部分の場合

に不可能であることに存すると考え られる。すなわち 「未来のキャッシュ・フ

ローに関する予測は困難であるし,そ の上、通常の場合には現在価値は複数個

の諸資産か らの結合としてつ くり出されるものである」か ら,個 々の資産を現

在価値で評価 しようとすれば 「本来は分割不可能である現在価値の恣意的な配
ロの

分による資産価額の決定がおこなわれざるをえない」のである。他方,会 計情

報が意思決定有用性をもち うるためには目的適合性だけでなく信頼性を も有 し

なければな らない。そしてしばしば指摘 されるように,目 的適合性と信頼性の
ロの

間 に は 相 反 関 係 が 存 在 す る 。 事 実,前 者 の 方 法 に よ っ て 作 り 出 さ れ る 情 報 の 目

(48)中 野 勲 〔33〕,12頁 。

(49)た とえばFinancialAccountingStandardsBoard〔19〕,para.42-44.
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的適合性は直接的であるか ら著しく高いが,そ の信頼性は上述の理由により著

しく低いのである。 したがって一定の信頼性を維持 しつつ目的適合性をも有す

る方法として後者の間接的方法が選択された ものと考え られる。

しか し前者の方法が放棄された理由,す なわち一定の信頼性をもって個別資

産のPVを 測定することは不可能であるとい うことは,剥 奪価値の実践的測定

においても重要な問題である。なぜならば

① 剥奪価値を示す評価基準の選択においては,PV,NRV,RCの 大小関

係の比較を行わなければならず,

②PVが 剥奪価値になるケース(RC>PV>NRV)に おいては,実 際に

PVが 測定されねばならない
くらの

か らである。

ただ し① と② とで はそ の意味が若干異 な る。す なわち① においてはNRVと

RC(こ れ らは実際に測定可能)に 対す るPVの 大小 関係 さえわかれば よい の

に対 し,② にお いては実際にPVが 測定 されなければ な らない
。実際にPVを

測定 しなければ な らない のはRC>PV>NRVの ケ ース であ り,PVが 測 定

不可能であ るとすれば,測 定上の誤差 の介入 を覚悟 して,RCま た はNRCで

測 定せ ざるをえない。それでは このケースにおいて,RCとNRVの どち らを

採用す るのが実践上,よ り問題 が少 ないであろ うか。

ギ ー=ピ アスネルは,監 査の観点か らRCを 採用す る方が よい とい う
。そ の

理 由は次の通 りであ る。問題のRC>PV>NRVの ケ ース(下 記第5表 のケ

ース5)に おいてRCを 採用す ることは
,そ の ケースをPV>RC>NRV

(ケ ース2)と 同 じ 扱いをす るとい うことであ り,ま たRC>NRV>PV

(ケ ー ス6)と は 異なる扱 いをす るとい うことであ る。他方,ケ ース5に おい

(50)RJ・Chambers〔12〕,P・45;K.P.GeeandK,V.Peasnell〔20〕,P.248;S.J.

Gray〔24〕,P・76;GMacdonald〔31〕,p.12;中 野勲 〔33〕,12,19頁;白 鳥庄之

助 〔37〕,28頁;H.Yoshida〔50〕,p。20.'
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てNRVを 採用することは,そ のケースをケース6と 同じ扱いをすることであ

り,ケ ース2と は異なる扱いをすることである。前者のようにRCで 評価 しよ

うとすれば,ケ ース5を ケース6と は異なるものとして識別する必要があ り,

そのためY'はPVとNRVの 大小関係を判断 しなければならない。また後者の

ようにNRVで 評価 しようとすれば,ケ ース5を ケース2と は異なるものとし

て識別する必要があ り,そ のためにはPVとRCの 大小関係を判断 しなければ

な らない。それではPVとNRVの 大小関係の判断と,PVとRCの 大小関係

の判断は,そ の判断結果が正 しく監査人に表明されているか否かを検証する場

合,ど ちらが容易であろ うか。ギーニピアスネルはPVとNRVの 大小関係の

判断についての検証の方が容易であるという。なぜならば企業は既に資産を所

有 しているか ら,経 営者は常時PVとNRVの 大小関係を検討 して継続使用す

るか売却するかを検討 しているはずであり,そ の検討結果は具体的な行動とな

って表われるであろう。 したがって監査人は経営者がその資産を売却しようと

しているならばNRV>PV,継 続使用しようとしているならばPV>NRV

であると判断できる。これに対 しRC>PVで はなくPV>RCで あることを

経営者の行動を通 して外部か ら観察するためには,経 営者がその資産を売却 し

て取替を行 うか,ま たは剥奪されて取替を行 うまで待たねばならない。 しかし

ケース2と ケース5(こ れ らが識別できればケース5をNRVで 評価で きる)

は,と もにPV>NRVで あるか ら,経 営者は売却行動をとらないであろ う

し,ま た資産は現実には剥奪 されていない。 したがってPVとRCの 大小関係

について経営者が本当はどう考えているかを外部か ら観察することはほとんど

不可能である。PVとRCの 大小関係についての経営者の判断が,経 営者の行

動を通して外部から判断できなければ,ケ ース2と ケース5は 同じ扱いをせざ

るをえず,ケ ース5の 資産の評価基準 としてはケース2と 同様にRCを 採用す
くゆ 　

る 方 が よ い こ と に な る 。

(51)K.P.GeeandK.V.Peasnell〔20〕,p.246-247.
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ケース5の 資産を,測 定上の誤差の介入を覚悟してRCで 評価することにす

れば,ケ ース6の 資産(NRVで 評価される)を 除くすべてがRCで 評価され

ることになる。 このような結果を得るためには,剥 奪価値を示す評価基準の選

択ルールを次のように変更すればよい。

理論的ルールDV=min{RC,max(RV,NRV)}

実一 ル{霧£聯 諜 需1
き。V=RCとす。.

実践的ルール①にはPVが 含まれていないか ら,こ のルールの適用は容易であ

る。また実践的ルール②は,PVを 実際に測定することを必要とせず,NRV

との大小関係だけを判断すれば よいか ら,上 述のように監査人でも経営者の行

動を観察することによって行 うことができ,し かも結果としてはRCが 採用さ
くらわ

れるか ら,適 用可能である。いま理論的ルールと実践的ルールの適用結果を示

第5表 実践的剥奪価値決定ルール

1

あ り う べ き ケ ー ス

2

3

4

5

6

PV>NRV>RC

PV>RC>NRV

NRV>PV>RC

NRV>RC>PV

RC>PV>NRV

RC>NRV>PV

理論的
ノレー ノレ

(第1表参 照)

RC

RC

RC

RC

PV

NRV

実 践 的 ル ー ル

ルール①ルール②藤 櫞

RC

NRV

RC

RC

NRV

NRV

RC

RC

RC

RC

RC

RC

RC

NRV

(52)こ の実践的ルールの意図は,第 互節第2図 のフローチャートを参照すればよりいっ

そ う明らかになるであろう。すなわち剥奪価値を示す評価基準の決定プロセスにおい

ては,PVとNRV,PVとRC,NRVとRCと い う3組 の大小関係の判断が行わ

れるのであるが,こ のうちPVとRCの 大小関係についての検証が上述の理由で最も

困難であることから,こ れを回避しようとしているのである。
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せば第5表 のようになる。

表か ら明らかな通 り,理 論的ルールと実践的ルールの相違点はケース5で あ

り,こ れは実践的ルールを適用すればケース5の 資産が過大評価されることを

意味する。他方,ケ ース5の 資産が多い企業は長期的に利益が逓減傾向にある

業績不良企業であると考えられる。業績不良企業であるにもかかわ らず資産を

過大表示することは,投 資者を誤導するおそれがある。この点Y'ついてギー=

ピアスネルは,こ れ らがたとえば減価償却資産であれぽ,減 価償却費の過大計

上により利益は過少表示になるとともに,総 資産が過大表示になって資本利益
くお ラ

率が低 くなるから,そ のような誤導は生 じないとい う。しかしたとえそれによ

って誤導のい くらかは防止できるとしても,理 論的ルールか らみればその情報

は明らかに正しくない。これはもはや理論的ルールを実践可能なルールに変更

したことに伴 う,不 可避的な誤差であるといわざるをえないであろう。

IX.結 び に代 えて

以上,本 稿では,イ ソフレーションの影響を会計上認識することによ り,企

業の経営成績と財政状態を十秀かつ適切に表示することを目的とする時価主義

会計において,時 価の指標 として剥奪価値を採用すべきことを主張 す る学 説

を,文 献の レビsと いう形で検討 してきた。最後に本稿の主要論点を要約し

て結びに代}xた い。

まず第1に,剥 奪価値の具体的内容を検討 したが,そ こでは時価評価基準に

関する他の学説が,RC,NRVま たはPVを 全資産にわたって一貫して採用

すべ きことを主張するのに対し,剥 奪価値説はこれ ら3つ の評価基準の うち,

資産を剥奪された場合の企業の合理的行動か ら生 じる損失に関係する基準を資

産の価値指標として選択的に採用するものであることを明らかに した。そ して

(53)K.P.GeeandK.V.Peasnell〔20〕,p.248。
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この決定ルールを,DV=min{RC,max(PV,NRV)}と して表記 した。第

2に,現 在既に部分的にせよ時価主義会計を実施しているイギ リスとアメリカ

の公表会計基準における時価概念を分析することにより,そ れ らがともに剥奪

価値を時価として採用 していることを明示 した。

次いで,剥 奪価値の正当性を経済学における価値概念 としての機会原価概念

を援用 して根拠づけようとする試みを検討 したが,剥 奪価値においては資産の

剥奪に基因する間接的損失が無視 されていること,ま たそれと同 じことである

が,資 産の利用価値ではなく所有価値を測定対象とすることによって,剥 奪価

値はもはや機会原価の逆の概念としては説明されえないことを主張した。

そして筆者はこの結論に基づいて,剥 奪価値を,あ る種の意思決定パターソ

に役立つ情報を提供す ることを目的とする会計固有の概念として位置づけた。

すなわち投資者等の意思決定に対 して会計情報は2つ の方法で有用性をもちう

る。第1の 方法は,投 資者等が意思決定に際 して必要とする将来の財務的結果

についての情報を直接的に提供する方法である。第2の 方法は,投 資者等が過

去において行 った意思決定の結果としていだいた企業の財務的成果についての

期待値に対 し,会 計はそれ と比較可能な実績情報を提供することによって,投

資者等が両者の差異を分析 して今後の期待値の形成を改善で きるようにするこ

とを通 じて,会 計情報に意思決定有用性をもたせる方法である。第1の 方法で

提供 される情報の目的適合性は著 しく高いが,社 会的な制度 として公表される

企業の財務諸表に要求される程度の信頼性は有しない。 したがって所定水準の

信頼性を維持 しつつ会計情報に目的適合性を与えようとすれば,第2の 方法が

採用されざるをえないのである。そして第2の 方法 こそ まさに剥奪価値説が目

的 とする方法であると考え られる。この点において剥奪価値説は現行の取得原

価主義会計 と軌を一にするものであ り,少 くとも形式的には取得原価主義会計

における低価法や評価減の手続を内包 している。しか し取得原価主義会計が個

別物価変動の影響を無視するのに対 し,剥 奪価値はその影響を会計上積極的に
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認識しようとする点で著しく相違している。したが って剥奪価値による資産評

価と費用測定は,取 得原価主義会計のフレームワークを引継ぎなが ら,企 業の

経営成績 と財政状態の表示を改善するものとして評価できよう。

なお本稿では,問 題の範囲をいわゆる費用性資産項目とそれに関連する費用

項 目に限定し,貨 幣性資産および負債一般の評価における剥奪価値の含意は検

討しなかった。また剥奪価値の実践的測定については,誤 差の介入を覚悟のう

えで実践可能なように若干のルール変更を行ったが,RCSよ びNRVに つい

ても客観的測定が可能か否か という問題が残されている。さらに,取 得原価で

はな く剥奪価値に基づいて作成された財務諸表が十分な社会的効用をもたらす

か否かは現在のところ不明である。しか し特にイギリスとアメリカでは剥奪価

値による測定を部分的に導入することによって,そ の有用性に関する壮大な社

会的実験が既Y'開 始されているのである。この実験を通じて,や がては剥奪価

値説を実践することの有用性が実証 されるであろうことを筆者は期 待 して い

る。

(1981.7.10)
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